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①へき地医療に対する支援制度

へき地や離島における医療の確保は、交通が不便であることや、住民の少なさなどの地域的条件や人口によって難しさを抱えている。こ
のため、1956（昭和31）年から５年ごとに「へき地保健医療計画」を策定し、へき地診療所への支援、巡回診療への支援、救急時の移送
手段の確保、遠隔医療の導入、へき地診療所を支援する病院の整備、へき地診療所への代診医の派遣などに取り組むことにより改善を
図ってきた。
2006年度からは、第10次へき地保健医療計画（2006～2010（平成22）年）を推進することにより、へき地・離島医療の充実に向けて
積極的に取り組んでいる。また、へき地・離島での医療は、幅広い分野の医療に関して臨床経験を積むことができる機会でもあることから、
今後は、その意義について若手の医師の理解を促進し、地域医療の確保に努めていくこととしてる。（平成20年版厚生労働白書)

○過疎対策の目標として「医療の確保」を位置づけ(法第3条)。
○過疎対策事業債の充当(法第12条)
・診療施設(巡回診療車(船)、患者輸送車(艇)を含む)
○無医地区において、以下の事業を都道府県が実施、
都道府県の費用負担及び国の補助(法16,17条)
・診療所の設置
・患者輸送車（艇）の整備
・定期的な巡回診療
・保健師による保健指導等の活動
・医療機関の協力体制の整備
・その他無医地区の医療の確保に必要な事業

■「過疎地域自立促進特別措置法」 による施策 ■「へき地保健医療対策(厚生労働省)」国庫補助金

資料：「へき地医療支援センターホームペー」ジより国土計画局作成

○へき地保健医療対策等実施要綱
従来から年次計画に基づき各種施策を総合的に実施

○事業内容
・へき地医療支援機構の設置
・へき地医療拠点病院の編成
・へき地診療所の整備・運営
・へき地診療所等医師支援事業
・へき地保健指導所の整備、保健師の配置
・へき地巡回診療車(船)の整備、巡回診療の実施
・離島巡回診療ヘリを活用した巡回診療の実施
・へき地患者輸送車(艇)の整備
・特定地域保健医療システム体制の整備
・へき地医療拠点病院支援システム
・へき地診療初診料支援システム
・離島歯科診療班派遣事業
・へき地勤務医師等確保修学資金貸与事業
・過疎地域等特定診療所整備事業
・へき地・離島診療支援システム整備事業
・離島等患者宿泊施設・整備事業
○設備整備、施設整備、運営費を助成
・医療施設等設備整備費補助金
・医療施設等施設整備費補助金
・医療施設運営費等補助金

※無医地区とは『医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として概ね半
径4kmの区域内に人口50人以上（昭和40年以前は人口３００人以上）が居住している地域
であって、かつ、容易に医療機関を利用できない地区のことをいう』と定義平成16年で、42
道府県、786カ所、人口16万人 (平成16年度無医地区等調査(厚生労働省調査))

■へき地保健医療対策について

へき地医療
支援機構数

へき地医療
拠点病院数

へき地
診療所数

医学部地域
推薦(大学数)

医学部修学
資金貸与
(道府県数)

全　　国 41 199 767 27 35

1



②過疎集落の安心・安定の暮らし維持構想策定事業

中山間地域等の過疎集落住民の安心できる、安定した暮らしの維持を図るため、生活に必要な基礎的サービスの効果的かつ
効率的な確保と、地域資源を活用した内発的な地域産業育成の取り組みについて、住民生活の一体性が確保され得る地区単位
（学校区程度）で、市町村が当該地区住民などの地域関係者と連携し行う、「安心・安定の暮らし維持構想」とこの構想実現に向け
たアクションプログラムの作成を支援。

○アクションの試行
例：施設の集約
公共交通運行の試験的実施
商品試作品作成・販売

○構想策定のための住民・関係者による
ワークショップの開催

○地区の現況調査
人口動態・地域資源の調査

○専門家などのアドバイザー現地視察・
講演など
例：公共交通システム
マーケティング、商品企画
住民参加型まちづくり など

③生活物品を届ける手段の確保

②住民の移動手段の
確保

行政 直売市

スーパー
コンビニ

教育

医療
福祉

金融

へき地診療所

④農産物の加工・販売

（医療・福祉バス）

（NPO等自家用有償
運送、会費制の無償
運送）

（郵便局、
JA）

①生活サービス提供拠点
施設の集約化に伴い不要
となった施設の解体撤去

解体撤去

解体撤去

中心集落への集約化

（物品販売車）

７５歳以上の高齢
者比率５０％以上
の集落

構想・アクションプログラムの例

○構想・アクションプログラムの作成

事業実施項目
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○平成21年度補正予算 予算額100,000千円（１地区500万円 20地区)

○公募期間：平成21年6月4日～6月24日



③集落活性化推進事業

集落活性化推進事業

人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域（過疎、山村、半島、離島、豪雪地域）において、公
益サービスの維持確保、産業の活性化及び地域間交流の促進を図るため、市町村等が行う既存の公
共施設を活用した施設整備等を支援する（補助率：1/2）。

地方再生戦略の取組みの３本柱
１．生活者の暮らしの確保
２．産業の振興
３．地域内外にわたる交流を通じ
た地域の発展

地方の農山漁村集落等では人口
減少・高齢化が先行・加速
⇒定住・滞在人口の増大が
大きな課題

地方の条件不利地域の財政状
況は非常に厳しい
○過疎地域の財政力指数

⇒０．２８（１８年度）

＜既存の公共施設を、暮らし、産業、交流の拠点として再編・再生＞

○医療、福祉、買物等暮らしを支える公益サービス機能の集約化によ
るワンストップサービスの提供とコスト削減

○遊休化した公共施設を、市町村等により地場産品の高付加価値化、
コミュニティビジネスの立ち上げ、地域資源を活用した交流等の拠
点として再生

公共施設の維持費等、地域経
営コストの削減が不可避
○公共施設等の統廃合
○遊休公共施設の有効活用

地方の課題

施策の方向性

具体的取組み

想
定
さ
れ
る
取
組
み
の
例

廃校舎の改修による診療所、郵便局、保育所
等の複合サービス施設の整備

これからも安心じゃ！

廃校舎の改修による診療所、郵便局、保育所
等の複合サービス施設の整備

これからも安心じゃ！

廃線の駅舎を交流拠点施設に改修し、体験

活動講座を開設

再編事業

再生事業

事業概要

１．背景・目的
人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域（過
疎、山村、半島、離島、豪雪地域）において、定住人口・
滞在人口の流出抑制を図るため、既存の公共施設を再
編・再生し、公益サービスの維持確保、地域産業の活性
化による雇用確保等を支援する。

２．事業概要
１）対象地域
過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域

２）補助対象

既存の公共施設を再編・再生する事業であって、以下
のいずれかに該当する事業の実施に必要な施設の整
備及び当該施設整備と一体的な調査等。
ア）地域ストック再編事業
地域住民に対する様々な公益サービス機能を維持
するため、既存公共施設の集約化によるワ ンストップ
サービスの実現やコストの低減を図る事業
イ）地域ストック再生事業
農林漁業、伝統工芸及びコミュニティビジネス等地域
産業の活性化又は地域と地域外との交流の活発化を

図るため、既存公共施設を再生し、産業、交流等の用
途に供する事業
３）事業主体：対象地域を含む市町村等
４）補助率：１／２以内 その他

9%

古民家等
14%

旧庁舎、
庁舎空き
スペース
18%

廃校舎・
空き校舎
等
59%

その他
9%

子育て支援
センタ－等
23%

体験交流
施設、

農産加工・
販売施設
54%

図書館・
公民館
14%

■ 事業実績（H20、H21）

再編・再生に活用する
既存公共施設の割合

再編・再生後の施設の割合
3都市・地域整備局資料より国土計画局作成



④「道の駅」事業制度

道路利用者のための「休憩機能」、道路利用者や地域の方々のための「情報発信機能」、そ
して「道の駅」をきっかけに町と町とが手を結び活力ある地域づくりを共に行うための「地域の
連携機能」、の3つの機能を併せ持つ休憩施設として平成5年度、「道の駅」制度が創設。
○経緯
平成3年10月～4年4月｢道の駅｣を実験(山口、岐阜、栃木県)
平成3年 交通安全事業の対象事業に道の駅の｢駐車場｣を追加

(交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法)
平成5年1月 ｢道の駅｣の提言(｢道の駅｣懇談会会長：越正毅教授)
平成5年2月 ｢道の駅｣の整備についての要綱策定

■「道の駅」 ができるまで
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図②「道の駅」登録状況(各年度末の登録箇所)

過　疎
みなし
過　疎

一部
過疎

計

市町村 656 243 58 108 409 247
割合 100 37 9 16 62 38

箇所数 900 306 118 189 613 287
割合 100 34 13 21 68 32

過疎
以外

過疎関係市町村
市町村数、

設置箇所数
項目

表 過疎地域における「道の駅」登録状況

■「道の駅」整備に関する事業制度

○特定交通安全施設等整備事業
・対象事業：道路管理者の行う自動車駐車場(簡易パーキングエ

リア)の整備(直轄事業・補助事業)で、駐車場、トイ
レ、道路情報ターミナル等の道路施設の部分を対象

・採択基準：主要な幹線道路のうち、夜間運転、過労運転による
交通事故が多発もしくは多発する恐れのある路線に
おいて、他に休憩のための駐車施設が相当区間に
わたって整備されていない区間に道路管理者か簡
易パーキングエリアを整備する場合を採択の基準

資料：国土交通省道路局ホームページから国土計画局作成 4



⑤余裕教室・廃校施設の有効活用について（文部科学省のＨＰに基づき作成）

１．余裕教室の状況

３．余裕教室・廃校施設の活用に向けて

廃校施設：地域の児童生徒数が減少することにより、ある学校が他の学校と統
合されたり、又は廃止されたりすることにより生じ、学校としては使わなくなること

本来、国庫補助金により整備された学校施設を学校教育以外の施設に転用する場合には、文部科学大臣の承認
を経た上で、国庫補助相当額を国に納付する転用手続き（「財産処分手続」）が必要となる。
ただし、余裕教室や廃校施設の一層の有効活用を促進するため、一定の要件を満たせば、国庫納付を要さず、報
告書の提出をもって手続きが済む簡素な取扱いにするなど、転用手続が弾力化・簡素化され、施設の転用が出来
るだけ円滑に進む仕組みとなっている。

余裕教室：児童生徒数の減少等により、既存の教室数と比較して学級数が
減少し、将来とも恒久的に余裕となると見込まれる教室

平成5年時点に全国で約5万室あり、その後の発生分
と合わせて平成17年まで累計で約12万5千室発生

平成１５年から平成１９年にかけては、毎年４００校以上
の廃校が発生

平成１６年から平成１９年にかけては、建物が現存する
もののうち、約6割が活用され、活用用途としては、社会
教育施設や社会体育施設の割合が高く、自然体験交流
施設や老人福祉施設などもある。最近では創業支援の
ためのオフィスや地元特産品の加工会社の工場など、地
域経済の活性化につながるような活用例もある。

これらのほとんどは、既に何らかの施設に転用されて
おり、その多くが当該学校の多目的教室や特別教室な
ど引続き学校施設として使用されているが、このほか、
放課後児童クラブや高齢者デイケアセンターなどの学
校以外の公共用施設にも転用されており、様々な用途

に活用されている。

２．廃校施設の状況
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⑥地域交通関連制度

過疎地域等では、地域のニーズを踏まえ、コミュニティバスの導入、ＮＰＯや社会福祉法人等による自家輸送や、

スクールバスの住民利用など、各地で従来型の路線バス等の公共交通機関に替わる新たな移動手段の確保が
進められている。

■運送の種類

交通空白輸送 市町村福祉輸送

道路運送法の該
当条項

法３条１号イ 法３条１号ハ 法３条２号 法の適用外

事業者の許可等
国土交通大臣許可
（法43条1項）

許可不要

運送の需要者 － －
施設利用者等あらか
じめ決められた特定
の者

当該市町村の住民及
びその親族その他当
該市町村に日常の用
務を有する者

当該市町村の住民の
うち移動制約者で
あって市町村に会員
登録を行った者

NPO等の会員であっ
て対象地域の住民そ
の他当該地域におい
て日常の用務を有す
る者

NPO等の会員であっ
て身体障害者、要介
護認定者等の移動制
約者及びその付添人

（例：スクールバス
の無償での住民利用
等）

対象地域 － － －

当該市町村内の過疎
地域や一部の都市地
域などの交通空白地
帯

市町村内（発地・着
地のいずれかが市町
村内にあること）

過疎地域等の市町村
（発地・着地のいず
れかが市町村内にあ
ること）

市町村（発地・着地
のいずれかが市町村
内にあること）

－

事業（運営）主
体

許可を受けた事業者 許可を受けた事業者 許可を受けた事業者 市町村 市町村 ＮＰＯ等 ＮＰＯ等 －

運行主体 （事業主体と同じ） （事業主体と同じ） （事業主体と同じ） 運行委託可 運行委託可 （事業主体と同じ） （事業主体と同じ） －

運転者の要件 ２種免許 ２種免許 ２種免許

２種免許又は
１種免許＋大臣認定
講習（市町村）修了
等

２種免許又は
大臣認定講習（福
祉）修了等※３

２種免許又は
１種免許＋大臣認定
講習（市町村）修了
等

２種免許又は
１種免許＋大臣認定
講習（福祉）修了等
※３

－

使用車両 －
定員１１人未満の自
動車

－
市町村が使用権原を
有する自動車（バス
可）

市町村が使用権原を
有するの自動車（バ
ス不可）

法人等が使用権原を
有する自動車（バス
可）

法人等が使用権原を
有する福祉自動車
（バス不可、乗車定
員１１人未満）

－

運賃等
上限の国土交通大臣
認可

国土交通大臣認可 届出
営利に至らない範囲
（運営協議会の合
意）

営利に至らない範囲
（運営協議会の合
意）

無償

路線等
路線を定めて行う場
合と、定めない場合
がある。

ドア・ツー・ドアの
個別輸送

路線を定めて行う場
合と、定めない場合
がある。

路線を定めて行う。
デマンド輸送の場合
でも、基本となる路
線を定める。

原則としてドア・
ツー・ドアの個別輸
送

路線を定めて行う場
合と、定めない場合
がある。

原則としてドア・
ツー・ドアの個別輸
送

－

事業者数等 554
(H18年度）

222,522
（H19年度、一般法人タ
クシー、福祉・ハイヤー
除く）

129
（H20.3時点）

421市町村
2,017車両
(H20.9時点）

172市町村
543車両
（H20.9時点）

49団体
410車両
（H20.9時点）

2,305団体
13,753車両
（うちセダン7,553車

両）
（H20.9時点）

－

一般乗合旅客運送
一般乗用旅客運送
（タクシー※１）

特定旅客運送

国土交通大臣許可（法4条1項）

自家用有償旅客運送

市町村運営有償運送
自家用車による無償
運送

実費の範囲内（地域公共交通会議で合
意）

法７８条２号

国土交通大臣による登録（法79条）※２

過疎地有償運送 福祉有償運送

※１　いわゆる乗合タクシーは、一般乗合旅客運送の許可を得て行われるものである。
※２　運送の必要性等について、地方公共団体、一般旅客自動車運送事業、住民等からなる協議会等の合意が必要。
※３　セダン等車両の場合は介護福祉等の資格又は大臣認定講習（セダン）修了等 6



⑦電動車いすについて

電動車いすの性能

性能

最高速度 ６ｋｍ／ｈ

実用登坂角度 １０°

連続走行距離 ２１ｋｍ

最小回転半径 １，４５０ｍｍ

段差乗り越え高さ ８０ｍｍ

溝乗り越え幅 １２０ｍｍ

使用者最大体重 １００ｋｇ

○免許不要（道路交通法上、歩行者の扱い）

○購入価格：３０万円程度

○レンタル代：２万円／月程度
（介護保険適用の場合、１割負担となる）

○年間需要台数：１．７万台程度

○稼働台数：１５万台程度（うち、レンタルは６万台程度）

スズキ標準４輪セニアカーの性能
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⑧集落づくりを担う可能性を有する組織形態の一覧

＊別記ファイル「参考資料３⑧差込法人一覧」を参照



⑨人材関連施策

集落支援員 地域おこし隊 田舎で働き隊
対策等の内容 1.集落支援員の設置 1.趣旨 1.趣旨

・市町村に「集落支援員」を設置。
・集落支援員は、市町村職員とも連携し、集落
への「目配り」として集落の巡回、状況把握等
を行う。
（行政経験者、農業委員など農業関係業務の経
験者、NPO関係者など地域の実情に詳しい人材
を活用。ただし、地域の実情に応じ、当該市町
村外の人材活用も可能。)

2.集落点検の実施
・集落支援員は、市町村職員と協力し、住民と
ともに、集落点検を実施。

3.集落のあり方についての話し合い
・住民と住民・住民と市町村との間で集落の現
状、課題、あるべき姿等についての話し合いを
促進。
(「集落点検」の結果を活用)
・集落支援員がアドバイザー・コーディネー
ターとして参画・支援

　人口減少や高齢化等の進行が著しい地方にお
いて、地域力の維持・強化を図るためには、担
い手となる人材の確保が特に重要な課題であ
り、地域外の人材を積極的に誘致し、その定
住・定着を図る取り組みを積極的に推進する。

2.事業概要
　地方自治体が都市住民を受け入れ、地域おこ
し協力隊員として委嘱し、一定期間以上、各種
の地域協力活動に従事してもらいながら、当該
地域への定住・定着を図る取組について、地方
自治体が意欲的・積極的に取り組むことができ
るよう、総務省として必要な支援を行う。

○地域おこし協力隊員
　おおむね1年以上3年以下の期間、地方自治体
の委嘱を受け、地域で生活し、各種の地域協力
活動に従事する者

　　集落点検や話し合いを通じ必要と ○地域協力活動の例
  認められる施策については積極的に実施 　・農林水産業への従事

①地域交通の確保 　・水源保全・監視活動・水源地の整備等
②移住・交流の促進 　・環境保全活動
③特産品を活かした地域おこし 　　不法投棄パトロール、道路等の清掃等
④農産漁村教育交流 　・住民の生活支援
⑤高齢者見守りサービスの実施 　　見守りｻｰﾋﾞｽ、通院・買物等の移動ｻﾎﾟｰﾄ等

⑥伝統文化継承の取り組み 　・地域おこしの支援
⑦集落の活性化・住民の生活維持のための 　　地域行事、伝統芸能等ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の応援等
　自主的な活動支援 　　都市との交流、教育交流事業実施の応援等
⑧集落応援団の組織化 　　地場産品の販売、地産地消の推進のため
⑨大学やNPOなどと連携した地域活性化 　　の取り組みの応援等

国による支援 特別交付税措置 特別交付税措置 定額，(一部１／２以内)
・集落支援員の設置に要する経費
・集落点検の実施に要する経費
・集落における話し合いの実施に要する経費

・協力隊員1人当たり350万円程度(報償費等に
ついては200万円程度)

20年度補正予算：990,000千円
21年度予算　　：199,236千円

所管省庁 総務省 総務省 農林水産省
根拠 過疎地域等における集落対策の推進について

(平成20年8月1日付け総行過第95号総務省通
知）

地域おこし協力隊推進要綱(平成21年3月31日付
け総行応第38号総務事務次官名通知）

農村活性化人材育成派遣支援モデル事業実施要
綱(平成21年1月27日付け農振第1569号農林水産
事務次官通知

　農村地域における活性化活動への従事を希望
する都市部等の人材の活用を主な目的とする人
材育成システムの構築に向け、人材の育成や都
市と農村をつなぐ能力を持った仲介機関に対し
て支援を行い、農村の自立的な活性化を担う人
材の育成・確保を安定的に支える仕組みの構築
を図る。

2.事業内容
(1)人材マッチング支援事業
　・事業実施主体が農山漁村側の抱える課題に
ついて現状分析を行い、必要な人材ニーズを集
約する。
　・農山漁村での活躍を希望する人材を都市部
を中心として募集し、人材の適性や技能を分析
する。
　・農山漁村と人材の相互の希望に基づいた
マッチング(相互調整）を行っていく。
(2)農村への人材派遣事業
 　事業実施主体は仲介した農村に研修生を派
遣し、オンサイト型研修(現地での実践的な研
修）として地域資源を活用した事業等　　への
従事を支援する。

3.事業主体
　民間団体

4.事業実施期間
　平成20年度、及び22～25年度
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